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Ⅰ 2019年，米通商政策は影響拡大

2017 年 1 月に発足したトランプ政権の通商

政策は，2017 年は計画段階（Plan），2018 年は

実行段階（Do），2019 年は通商対策の企業や

経済への影響が徐々に判明し，その評価段階

（Check）に入った。そして，2020 年頃までに

は政策を改善または改悪する段階（Action）に

入るであろう（図1）1)。

初年度のトランプ政権の通商政策は，長年利

用されていなかった各種通商法に基づく調査を

開始するといった計画段階（Plan）にあった。

2017 年，トランプ政権は保護主義的な通商政

策の各種計画を一般に披露し，強硬策を訴え，

激しく吠える犬のようであった。トランプ政権

が強硬な通商政策を宣言するなど激しく吠えて

いた当時，米産業界やワシントンのシンクタン

クの有識者の間では，政権が実際に強硬策を実

行に移すかどうかは半信半疑であった。

だが，2018 年に入り状況は一変した。トラ

ンプ政権はこれら強硬策を実際に発動し，とう

とう噛み付く実行段階（Do）に入った。政権

が発足以降，次々と立ち上げた各種通商調査が

期限を迎える中，2018 年 1 月，最初にトラン

プ大統領が発動したのは 1974 年通商法 201 条

だった。201 条に基づく緊急輸入制限（セーフ

ガード）は，2002 年のジョージ・W・ブッシュ
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政権以来となる貿易救済措置だ。セーフガード

に続いて 2018 年 3 月，トランプ政権が発動し

たのが鉄鋼とアルミニウムに対する 1962 年通

商拡大法 232 条だ。世界貿易機関（WTO）発

足以降では，米国が 232 条に基づく輸入制限措

置を発動するのは初めてであった。そして 1974

年通商法 301 条に基づく対中追加関税だ。トラ

ンプ政権は 2018 年 7 月以降，第 1〜3弾の追加

関税を発動した。中国に対しては 2018 年 3 月，

米国は中国の知的財産権侵害を巡り WTO に提

訴。また，2018 年 8 月，議会での審議を経てト

ランプ大統領が署名し成立した 2019 会計年度

国防授権法（NDAA）には，「2018 年輸出管理

改革法（ECRA）」と「2018 年外国投資リスク審

査現代化法（FIRRMA）」が含まれた。FIRRMA

を通じ対米外国投資委員会（CFIUS）の権限

を強化した。これは安全保障の観点から主に中

国企業による対米投資の監視を強化し，中国へ
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図1 トランプ政権の主な通商対策：2019年はPDCAの評価段階



の技術流出を阻止することなど米政府は狙って

いる。

Ⅱ トランプ政権の通商政策，

最大懸念は「不確実性」

2018 年以降，発動した追加関税は 2019 年に

入り，在米企業活動や国民生活に徐々に影響が

出始めている。特に（1）調達コスト上昇・競

争力低下，（2）報復関税による米輸出産業への

悪影響，（3）ビジネスの不確実性の高まりと

いった 3つの影響がみられる。

1．調達コスト上昇・競争力低下

232 条（鉄鋼・アルミ）追加関税や対中追加

関税によって調達コストが上昇した企業が自社

商品を値上げできない中，自社でコスト上昇を

吸収しきれず倒産に追いやられているといった

報道が散見されるようになっている。対象品目

を扱う輸入企業は 232 条で商務省あるいは 301

条で米通商代表部（USTR）に除外品目申請を

行っている。だが，その手続きは煩雑であり，

政府のマンパワー不足に伴う処理の遅れなど在

米輸入企業が直面する問題は多岐に渡る。

米国が離脱した環太平洋経済連携協定（TPP）

は，その後，残りの 11 か国で環太平洋パート

ナーシップに関する包括的及び先進的な協定

（TPP11（CPTPP））交渉を妥結後，2018 年 12

月 30 日に発効。その結果，米産業はこれら諸

国向け輸出で競争力を失う事態に発展してい

る。例えば，米農畜産業は牛肉や豚肉などで日

本向け輸出において競争力を失ったことに懸念

を高めている。リック・ラーセン下院議員（ワ

シントン州選出）によると，TPP に元々反対

していた地元の有権者は今になって TPP の重

要性をようやく理解し始めているという。

2．報復関税による米輸出産業への悪影響

トウモロコシや大豆などコモディティ価格の

下落で既に影響を受けていた米農業州では，

2018 年，米中貿易摩擦を巡る中国の報復関税

やメキシコの 232 条追加関税に対する報復関税

の影響を受け，倒産する農家が相次いだことが

明らかとなっている2)。米国の農畜産業は中国

やメキシコの報復関税の影響で穀物以外にも，

チーズをはじめとした乳製品，豚肉などに対す

る報復関税で輸出に影響が及び，更なる倒産も

予想されている。

3．ビジネスの不確実性の高まり

今日，トランプ政権の通商政策が企業活動に

影響している最も大きな弊害は「政策の不確実

性」だ。対中追加関税の悪影響を受けている帽

子メーカーのキャップアメリカ社のフィル・ペ

イジ会長兼 CEO は地元議員に「最も恐ろしい

のは不確実性だ」と主張した3)。中国製帽子に

対しトランプ政権は 10％の追加関税を課して

いる。同社はバングラデシュのサプライヤーに

切り替えることも検討しているが，これまで関

税コスト分を自社で吸収していたのを，価格に

上乗せすることを 2019 年 1 月に決定したとい

う。中国で事業を担う米国の大手企業などを会

員に抱える米中ビジネス協議会（USCBC）の

ジェイク・パーカー副会長は，企業は米中貿易

摩擦が短期間であるか長期間であるか見極めて

いるという4)。同副会長は「不確実な状況下，

企業は雇用拡大，市場への投資拡大，事業の大

幅拡大などを避ける」と語っている。
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Ⅲ 早期解消は見込めない「不確実性」

今日，政策の「不確実性」が生じた背景に

は，（1）ホワイトハウスの政策決定プロセスの

崩壊，（2）包括的・中長期的戦略の欠如，（3）

2 極化社会の影響を受ける米政治といった 3 つ

の要因が挙げられる。いずれも当面は続く構造

的問題であり，政策の不確実性は早期に消え去

ることはない見通しだ。

1．政権の政策決定プロセス崩壊，米通商政

策はトップダウンへ

2016 年 11 月，アメリカ大統領選直後にオバ

マ前大統領は，「現実が彼（トランプ大統領）

の多くの政策を軌道修正させることを保証す

る。大統領職とはそのように機能するものだ」

と語った。だが，トランプ大統領は違った。市

場も，これまでは制止役の大統領側近や議会な

どが大統領の過激な通商政策をけん制すると期

待してきた。2018 年春頃までは，ゲーリー・

コーン国家経済会議（NEC）委員長（当時）

が米韓 FTA 離脱を阻止，ソニー・パーデュー

農務長官や州知事などが NAFTA 離脱を断念

するよう大統領に訴え離脱を阻止するなどけん

制は機能した。元海兵隊大将のジョン・ケリー

首席補佐官（当時）は就任以降，ホワイトハウ

スに軍隊式の秩序をもたらし，指揮系統を徹底

するなど大統領の政策決定プロセスを整えた。

だが，2018 年 2 月のロブ・ポーター秘書官

（大統領政策調整補佐官）の辞任スキャンダル

以降，ホワイトハウス内で求心力を失った。

今日，トランプ政権の通商政策はピーター・

ナバロ大統領補佐官（通商担当）をはじめ保護

主義派の影響力が拡大し，保護主義的政策から

軌道修正する気配のないトランプ大統領を阻止

する人物がいない。過去の米政権では通商政策

で大統領の関与は限定的であった。大統領は事

務方に交渉を任せ，USTR 代表が通商交渉全

体の首席交渉官であった。スーザン・シュワブ

USTR 代表（任期：2006〜09 年）は，WTO ドー

ハラウンド交渉時にジョージ・W・ブッシュ大

統領からは「（米国にとって）最良のディール

を獲得せよ」との指示があっただけで，あとは

政府職員に交渉を任せたと，当時を振り返って

後年語っている。だが，トランプ政権下の米通

商政策は状況がおおいに異なる。2000 年にト

ランプ氏の著書『我々にふさわしいアメリカ』

で，同氏は「自らが大統領に当選した場合，自

らを USTR 代表に指名する」と述べ，「日本，

フランス，ドイツと個人的に交渉する。彼ら貿

易相手はテーブルを挟んでドナルド・トランプ

の真向かいに座り，米国を略奪する行為をやめ

ることを保証する」と語っていた。今日，トラ

ンプ大統領は通商交渉に深く関与し，実質，米

国の首席交渉官であり，『我々にふさわしいア

メリカ』の執筆内容が現実のものになってい

る。大統領が従来は政府職員でほとんど完結し

ていた米通商政策に介入することで政策の不確

実性を高めている。

2．包括的・中長期的戦略の欠如

トランプ政権の通商政策は短期的あるいは一

部の米産業には恩恵をもたらしても，中長期的

あるいは米経済全体には悪影響をもたらしかね

ない通商政策が散見される。トランプ大統領

は，2016 年大統領選で自らを当選に導いたラ

ストベルト地域の労働者の要望に真摯に応えよ

うとする姿勢が見られる。だが，その公約実現

を果たそうとする大統領の戦略は，短期的な勝

27世界経済評論 2019年5月6月号

米通商政策に対する在米企業対応



利だけにとどまり，中長期的な視野で現実を踏

まえた通商政策を導入できていない。

オバマ前政権では TPP において米国主導で

作成した規則に基づき中国の国家資本主義問題

の解決を図る長期戦略であった。だが，トラン

プ政権は米国単独で対抗することを選択した。

昨今，米産業界が懸念を高めているのが，トラ

ンプ大統領は習近平国家主席との米中首脳会談

でディール成立を目指していることだ。中長期

的な問題である知的財産権侵害や強制技術移転

など国家資本主義に由来する問題をないがしろ

に，株価への配慮や貿易赤字縮小をアピールす

るために中国の自主輸入拡大のコミットメント

を得るといった目先の成果を追うリスクを米産

業界は警戒している。2018 年に追加関税合戦

でエスカレートした米中貿易摩擦の沈静化を米

産業界は望んでいるものの，根底にある問題を

解決しないまま米中で合意すれば，これまでの

追加関税による米経済の犠牲を無駄にするとと

もに中長期的な米ビジネスの競争力を損なうリ

スクがある。

トランプ政権はラストベルト地域の労働者保

護をアピールするために鉄鋼・アルミ産業で

232 条追加関税を通じて保護主義政策を導入し

ている。だが，労働省労働統計局（BLS）によ

ると米国で鉄鋼を利用する業界の雇用者数は約

540 万人であるが，アメリカ鉄鋼協会（AISI）

によると鉄鋼製造の雇用者数はその約 40 分の

1の 14 万人に過ぎない。なお，232 条は他国の

報復関税によって米鉄鋼・アルミ業界以外の農

業など米国の輸出競争力がある産業にも影響が

及んでいる。トランプ政権は米国の雇用拡大の

ため，米国への投資拡大を企業に呼び掛けてい

る。だが，在米企業からは 232 条追加関税や対

中関税によって，輸入している鋼材や部品のコ

ストが上昇し，投資拡大を妨げているとの声も

ある。

なお，トランプ政権下，232 条追加関税は貿

易交渉ツールとして利用されてきた経緯もあ

り，今後，その追加関税が貿易交渉の過程で急

遽撤廃されることもあり得る。追加関税が残る

ことを前提に数年先の投資計画まで立てている

企業にとっては，関税が撤廃されることで再び

悪影響がもたらされる可能性もある。ある企業

幹部は政策の方向性さえ明確となれば企業は対

応するという。つまり，関税について不透明な

状況を早期に終えることが最も重要という。

3．2 極化する米政治，発効時期は不透明の

USMCA

2018 年 11 月 30 日，NAFTA に代わる新協

定「米国・メキシコ・カナダ協定（USMCA）」

の署名式典で，トランプ大統領は米議会批准に

ついて「大きな問題は想定していない」と語っ

た。だが，署名後も同協定の将来は不透明な状

況が続く。なぜなら，USMCA は今後，各国

の議会批准手続きを経て発効に至るが，米国で

は 2018 年 11 月の中間選挙で民主党が下院を奪

還したことで批准がより困難であるからだ。

民主党は，2020 年大統領選前にトランプ大

統領に手柄を与えるような行為は避けたい。

従って，同大統領が推進する USMCA 施行法

案のような重要法案は民主党が多数派を握る下

院での可決は容易ではなく，ナンシー・ペロシ

下院議長が本会議で採決を許すまでには時間を

要する可能性が高い。特に民主党指導部が採決

に時間をかける際に利用すると思われるのが，

メキシコの労働問題だ。今後，民主党はメキシ

コ政府の改正労働法の施行面を問題視し，施行

面が改善されるまでは批准に合意しない模様だ。
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様々な社会問題の原因が貿易政策に責任転嫁さ

れるようになっている今日の米政治において，

現職議員は次回選挙への影響を懸念し，貿易協

定の投票を避けようとする。従って，USMCA

批准まで時間を要し，ビジネスの不確実性は長

期に渡り，トランプ大統領の離脱通知リスクも

消えていない。

Ⅳ トランプ政権下，従来のロビー活動

から軌道修正する企業

首都ワシントンでは今日 1 万 1,000 人を超え

るロビイストが日々活動している。計算すると

連邦議会議員 1 人あたりロビイストは 20 人を

超える。だが，トランプ政権下，ロビー活動は

変遷している。通商政策では議会の影響力は皆

無に等しい案件も多く，従来のロビー活動では

通用しない。大統領が通商政策に関与する度合

いが高い中，新たなロビー活動を企業や業界団

体は取り組んでいる。

1．政権主導トップダウン通商政策に柔軟に

対応する在米企業

従来，通商政策で政権は議会そして業界から

の意見に聞く耳を持っていた。元商務省高官に

よると，議会議員が政権に対して通商政策に関

する書簡を送付した場合，即時に政権は議員に

対して何かしら返答していたという。だが，ト

ランプ政権下，状況は大きく異なる。今日，議

会が書簡を政権に提出しても政権は即時に対応

してくれないケースが頻発しているという。こ

の不満は民主党だけでなく，トランプ大統領の

出身政党である共和党にも共通する。NAFTA

再交渉で政権が議会に対し情報提供や協議など

を行うことが貿易促進権限法で義務付けられて

いるが，法律で求められている最低限の義務の

みを果たし，それ以上のことを行わなかったと

いう。ホワイトハウス高官には議会経験者が少

なく，議会との関係は希薄と言われている。通

商政策では議会職員の経験があるポーター秘書

官が 2018 年 2 月に辞任する前までは議会との

つなぎ役といった重要な役割を担っていたが，

辞任によってその連携は弱体化した。今日，通

商以外でも議会と政策について協議できるホワ

イトハウス高官は限られている。2017 年 12 月

の大型減税法案可決の陰の立役者として知られ

るシャヒラ・ナイト議会担当補佐官（当時，国

家経済会議（NEC）副委員長）は，近々，ホワ

イトハウスを離れる可能性が報道されている。

ますます議会との連携なしに，トランプ政権が

通商政策を実行していくリスクが高まる。

USMCA の議会批准などでは，議会が政権

に対する影響力を保持し，企業は議会を頼りに

できる。だが，セーフガード，232 条，301 条

のような政権の権限で発動可能な多くの貿易救

済措置については議会へのロビー活動は効果を

発揮しない。貿易救済措置について基本的に企

業は USTR や商務省など管轄官庁に直接アプ

ローチする必要がある。ただし，従来のように

各省庁の担当官にアプローチするのではなく，

政治任命された一部の政府高官でなければ効果

がない可能性がある。元米政府高官によると，

USTR は実質，ライトハイザー USTR 代表を

はじめ政治任命された 4 人で意思決定して回し

ているという。従って，今日，4 人以外の USTR

職員に情報提供をお願いしても，プレスリリー

スを参照するよう回答があるのみという。ま

た，従来の米政権では，通商交渉などで政策立

案において省庁間で調整を図るプロセスが存在

した。だが，今日，そのプロセスは不在とい
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う。USTR が政権の通商政策を仕切っている

が，トップダウンで通商政策が実行に移されて

いる中，他の省庁がどのような考えを抱いてい

るか USTR は関心がないという。仮に他省庁

が不満を抱いている場合は，担当省庁の閣僚か

らライトハイザー USTR 代表に電話すること

となっているという。

このようにトランプ政権内ではごく僅かの高

官で通商政策が策定される中，政権に対するロ

ビー活動に，元トランプ政権幹部や元トランプ

選挙陣営幹部が勤務するロビイング会社などを

利用する企業も出てきている。連邦政府向け商

売で最大のロッキード・マーティン社は F35

戦闘機の高コストについてツイッター上で大統

領就任前のトランプ氏から批判を受けた。だが

トランプ大統領に近い人物へのアクセス手段が

ない従来のロビイストでは対応できず，結局，

トランプ大統領の元側近バリー・ベネット氏が

経営するロビイング会社に頼り事態収拾に至っ

たという。トランプ選挙陣営のジム・マー

フィー元全国政治部長はロビイングを手掛ける

ベーカー＆ホステトラー法律事務所，マーク・

ショート元議会担当補佐官5) もロビイング企業

ガイドポスト・ストラテジーズ社が採用するな

ど今日，トランプ政権とのつながりがない多く

の大手企業やロビイング会社などの間でトラン

プ政権元高官の取り合いとなっている。

2018 年 9 月，米国の小売産業の業界団体が

結成した連合「自由貿易を支持する米国民

（Americans for Free Trade）」と米国の農業の

業界団体が結成した連合「自由貿易を支持する

農家（Farmers for Free Trade）」がトランプ

政権の追加関税政策に反対するロビー活動「関

税は米中心部を害する（Tariffs Hurt the Heart-

land）」を開始した。ロビー活動の最終的な狙

いはトランプ大統領の通商に関する考え方に影

響を与えることだ。同活動では，中国との貿易

戦争がもたらす悪影響を懸念するテレビ広告

を，ホワイトハウスのあるワシントン DC とト

ランプ大統領が主に休暇を過ごす高級別荘

「マールアラーゴ」のあるフロリダ州パーム

ビーチの 2か所に絞って放送している。全米小

売業協会（NRF）もトランプ大統領が好んで

視聴し頻繁に大統領がツイッターで語っている

フォックスニュースの「フォックス＆フレン

ズ」で関税反対のテレビ広告を放送している。

2．中長期的戦略不在の中，商売拡大を狙う

企業

米産業界は，米中貿易協議で米国は貿易赤字

縮小をアピールするために中国の自主輸入拡大

（VIE）のコミットメントを得るといった目先

の成果を追うことを予想している。米産業界は

中国の国家資本主義問題を解決することを本来

は望んでいるものの，それが実現できないので

あれば，短期的な商売拡大チャンスを掴もうと

米各社は既に動き出しているという。米中が交

渉中，各社は USTR 高官そして商務省高官を

訪問し，中国が輸入拡大する「買い物リスト」

の中に自社商品が確実に含まれるようロビー活

動を展開しているという。

トランプ大統領は「壁建設問題」で支持基盤

にアピールしたことで示されるように，トラン

プ大統領は任期の最初の 2年間で支持基盤を拡

大する努力をしていない。そのため，2020 年

大統領選で再び支持基盤を重視した選挙キャン

ペーンを展開せざるを得ない。従って，2016

年大統領選で勝敗を分けたウィスコンシン州，

ミシガン州，ペンシルベニア州，オハイオ州と

いったラストベルト地域を大統領選で堅持し，

30 世界経済評論 2019年5月6月号

特集 腕ずく米通商政策の帳尻



再選する選挙戦略を組むこととなる可能性が高

い。

政権が 2020 年大統領選に向けて最重視する

のがラストベルト地域での雇用だ。そのため，

企業のロビー活動ではこれら 4 州の雇用拡大に

ついて政権にアピールすることが効果的だ。

従って，中国の「買い物リスト」にはこれら 4

州の対中輸出品目を企業各社はリストアップし

て政権に対して差し出しているという。例えば

大統領選で必ず民主党候補が勝利するような

ニューヨーク州などブルーステート（青は民主

党を象徴する色）の輸出品目，あるいは必ず共

和党が勝利するようなテキサス州などレッドス

テート（赤は共和党を象徴する色）の輸出品目

を政権に差し出しても政権は関心を示さない。

つまりラストベルト地域などの接戦州の輸出品

目でなければ見向きもしてくれないという。な

お，「買い物リスト」では 4 州の対中輸出品を

中国政府の輸入拡大のコミットメント以外に，

中国側の関税引き下げや政府許認可の取得など

米企業にとっての貿易障壁も合わせて企業は要

望しているという。

3．USMCA批准に向け戦略的に動く企業

USMCA 批准に懸念が広まる中，2019 年，

米産業界による米政府や米議会に対するロビー

活動が本格化する兆しだ。全米商工会議所が

2019 年に取り組む最重要事業は USMCA の議

会批准に向けたロビー活動だ。

署名された USMCA について一部の米業界

関係者の間では「米史上，最も未完成の貿易協

定」と呼ばれている。トランプ政権は有権者に

成果をアピールすることを優先するために，早

期妥結を優先し，交渉では詳細まで詰めていな

いケースが散見されるという。例えば USMCA

で合意に至った原産地規則については，労働価

値割合（LVC）の定義，そして LVC の認証方法

など未だ確定していない内容が山積している。

そういった中，在米企業各社は USTR にア

プローチし，自社への影響を限定的とすること

を目的に協定の詳細規則の作成に参画しようと

ロビー活動を展開している。つまり，USMCA

の企業活動への影響は不透明であるといったリ

スクがある一方，企業が政権へのロビー活動で

自社に有利となるような機会が多く残されてい

る。

USMCA は域内で新たに関税を導入せず現

行 NAFTA の近代化が図られ，自由貿易維持

を願う米産業界にとって安堵する内容が多く含

まれた一方，原産地規則などで保護主義的な内

容も含まれ，米産業界が必ずしも全面的に歓迎

できる内容ではない。だが，それ以上に米産業

界が懸念するのが，なかなか USMCA が批准さ

れず，ビジネスの不確実性が長期に渡り続くこ

とだ。そのため，現在は大半の企業が USMCA

の早期批准を支持している。

2019 年 2 月，全米商工会議所，ビジネスラ

ウンドテーブル，全米製造業者協会（NAM）

など米産業界を代表する業界団体が連携し

「USMCA 連合」を正式に発足した。同連合に

は既に 250 以上もの業界団体や企業が参画して

いるという。既に USMCA 署名以降，業界団

体は批准のカギを握る民主党議員が賛成票を投

じるための説得工作の検討を開始している。製

造業，農業，サービス産業など各産業により米

国内での雇用分布が異なる。そのため，各業界

団体の関係が深い議員が異なる。多岐に渡る業

界団体が連携することによって，相乗効果でロ

ビー活動の効果は拡大する（図 2）。業界団体

の戦略としては，下院民主党議員の支持確保が
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重要で，以前 TPA に賛成票を投じた民主党議

員や穏健派の民主党議員などを標的にロビー活

動を展開することが見込まれる。また党派を問

わず多数の議員が初めて FTA に投票すること

からも，まずは USMCA による自由貿易が地

元選挙区の経済や雇用にとっていかに重要であ

るかについて議員に教育することから始まって

いる。通商政策に関わる議会職員によると，

2019 年 1 月に開会した第 116 議会には上下両

院で約 100人近くの新人議員がいて，この他，

過去に FTA に投票したことがない議員も多数

存在する。議会初日，自己紹介に訪れたある初

当選の下院議員からは，「貿易について全く知

らない」と回答があったという。業界団体は会

員企業から具体的に自由貿易の恩恵を示す成功

事例を集め，各議の地元選挙区にどれほど貢献

しているかを訴える準備を開始している。業界

団体は各会員企業の所在地をデータベース化

し，企業の所在地に賛成票を投じる可能性があ

る議員がいるかどうかを把握する。仮にいた場

合，その議員に対して USMCA 批准の重要性

を訴えるメッセージを同企業からの詳細情報を

もとに作成する。議員は再選のためにも地元の

雇用を最重視するため，地元企業からの声を無

視できない。これらロビー活動は米国際貿易委

員会（ITC）が USMCA による経済的影響に

関する調査報告書を議会に提出する 2019 年 4

月中〜下旬頃に本格化するであろう。
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おわりに

第 116 議会では一党支配のワシントン政治は

終わり，政権発足以来，初めてトランプ大統領

に対して議会のけん制機能が働き始めた。議会

は（1）ねじれ議会，（2）大統領・政権閣僚に

対する調査開始，（3）2020 年大統領選に向け

た準備始動という 3点の理由からも重要法案の

可決が困難になる見通しだ。議会がこう着状態

に陥る中，ねじれ議会に直面した歴代政権のよ

うに外交や通商といった政権独自の権限で施行

可能な政策にトランプ大統領も注力する可能性

が高い。ますますトランプ大統領の通商政策へ

の影響が強まる。トランプ政権下，日本企業の

ワシントンでの情報収集や政府渉外への関心は

確実に高まっている。1970〜90 年代の日米貿

易摩擦の際にも日本企業が多数，ワシントンに

事務所を開設する動きがあったが，再び，今

日，ワシントン事務所を開設あるいは人員拡大

を図る日本企業が少しずつ増えている。ニュー

ヨークから現在，ワシントンを管轄しているも

のの，事務所を開設するべきか判断を見極めて

いる日本企業もある。これまでは情報収集機能

のみであったのが，ワシントンを拠点に，日頃

からの議員や政府との付き合いの重要性を認識

し，ロビー活動を始動するといった企業もあ

る。「ワシントンは人間関係が何重にも積み重

なって成り立っている都市だ」，あるベテラン

ロビイストはこのように語る。ワシントンのロ

ビイストの間で良く言われるのが，問題が起き

てから議員や政府に助け舟を求めても相手にし

てくれないことだ。2019 年は日米通商交渉，

そして 232 条（自動車・部品）追加関税の脅威

などで日米通商関係の注目が高まること必至

だ。トランプ政権の通商政策が国民生活や企業

活動に悪影響が見られる中，これまで以上に通

商政策の不確実性が高まり，日本企業活動に影

響を及ぼす可能性がある。今後，ワシントンで

の活動は更に重要性を増すことと思われる。
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